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 失業した保護対象者に提供される給付。 
(8)住宅 
 住居費の援助目的で提供される給付（資力調査を伴うもの）。 
(9)生活保護その他 
 定められた最低所得水準や最低限の生活必需品を得るために、援助を必要とする特定の個

人又は集団に対して提供される現金及び現物給付。 

 

社会保障財源 
財源は給付の他に運用損失・その他支出（施設整備費等）を含む全体の財源であり、大分

類では社会保険料・公費負担・他の収入の 3 つに分かれる。 
(1)社会保険料 
 事業主と被保険者に分かれる。公務員制度で事業主が国である場合は、国が事業主として

拠出した金額はたとえ国庫支出金であっても、事業主拠出に計上する（地方公務員制度につ

いても同様）。 
(2)公費負担 
 国（国庫負担）と地方（他の公費負担）に分かれる。 
(3)他の収入 
 資産収入とその他に分かれる。資産収入には利子、利息、配当金等が含まれ、その他には

積立金より受入等が含まれる。 

 

制度間移転 
(1)他制度からの移転 
 他制度からの移転には次の項目が含まれる。前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、退職

者医療に係る療養給付費交付金、日雇特例被保険者に係る拠出金、基礎年金交付金、介護給

付費交付金等。 
(2)他制度への移転 
 他制度への移転には次の項目が含まれる。前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、退職者

医療に係る療養給付費拠出金、日雇特例被保険者に係る拠出金、基礎年金拠出金、介護納付

金等。 
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2. 作成方法 
2-1 基幹統計を作成するために用いる情報 

作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

衆議院 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

参議院 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

国立国会図書館 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

裁判所 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

人事院 国家公務員災害補償等 国家公務員災害補償（一般職） 

内閣府 児童手当  

 社会福祉 防災政策費、地域活性化等復興政策費、沖縄政策費、子

ども・子育て支援推進費、男女参画社会形成促進費 

 他の社会保障制度  

 被災者生活再建支援事業  

警察庁 他の社会保障制度  

 犯罪被害給付制度  

総務省 地方公務員等共済組合 地方公務員共済、地方議会議員共済会 

 地方公務員等災害補償 地方公務員災害補償、消防団員等公務災害補償 

 旧公共企業体職員業務災害 日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日

本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティコミュニケーシ

ョンズ株式会社 

 国家公務員恩給  

 地方公務員恩給  

 戦争犠牲者 旧軍人遺族等恩給費、恩給支給事務費 

 他の社会保障制度  

 地方単独事業  

外務省 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

財務省 国家公務員共済組合  

 存続組合等 エヌ・ティ・ティ企業年金基金、日本たばこ共済組合、

日本鉄道共済組合 

 旧令共済組合等 旧令共済組合年金等交付金、日本製鉄八幡共済組合年金

交付金、国家公務員共済組合連合会補助金 

 旧公共企業体職員業務災害 日本たばこ産業株式会社 

 戦争犠牲者 遺族国債、引揚者国債、特別給付金国債、特別弔慰金国

債、引揚者特別交付金国債 

文部科学省 日本私立学校振興・共済事業団  

 社会福祉 スポーツ振興費 

 他の社会保障制度  

 日本スポーツ振興センター災

害共済給付 
 

 就学援助・就学前教育 初等中等教育等振興費（就学援助等）、東日本大震災復

旧・復興対策経費、私立学校振興費 

厚生労働省 全国健康保険協会管掌健康保険  
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作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

 組合管掌健康保険  
 国民健康保険 

（退職者医療制度を含む。）  

 後期高齢者医療制度  
 介護保険  
 厚生年金保険  
 厚生年金基金  
 石炭鉱業年金基金  

 国民年金  

 国民年金基金  

 農業者年金基金  

 船員保険  

 雇用保険 

（労働保険特別会計雇用勘定分）
 

 労働者災害補償保険  

 公衆衛生 医療提供体制確保対策費、沖縄保健衛生諸費、医療安全

確保推進費、独立行政法人国立病院機構運営費、国立研

究開発法人国立がん研究センター運営費、国立研究開発

法人国立循環器病研究センター運営費、国立研究開発法

人国立精神・神経医療研究センター運営費、国立研究開

発法人国立国際医療研究センター運営費、国立研究開発

法人国立成育医療研究センター運営費、国立研究開発法

人国立長寿医療研究センター運営費、医療提供体制基盤

整備費、沖縄振興交付金事業推進費、国立ハンセン病療

養所共通費、国立ハンセン病療養所運営費、国立ハンセ

ン病療養所施設費、感染症対策費、特定疾患等対策費、

移植医療推進費、原爆被爆者等援護対策費、地域保健対

策費、保健衛生施設整備費、健康増進対策費、健康危機

管理推進費、社会保障等復興政策費、社会保障等復興事

業費、血液製剤対策費、医薬品安全対策等推進費、障害

保健福祉費、医療保険給付諸費、医療費適正化推進費、

検疫所共通費、検疫業務等実施費、輸入食品検査業務実

施費、食品等安全確保対策費、自殺対策費、医療観察等

実施費 

 生活保護  

 社会福祉 障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知的障害者総合

施設のぞみの園運営費、独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉施設整備

費、国立更生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、

国立更生援護所運営費、国立児童自立支援施設運営費、

高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制度運営推進

費、保育対策費、児童虐待等防止対策費、母子保健衛生

対策費、母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費、
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作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

児童福祉施設整備費、東日本大震災復興推進費、社会保

障等復興事業費、社会保障等復興政策費、生活保護等対

策費、社会福祉諸費、独立行政法人福祉医療機構運営費、

特定疾患等対策費、医薬品安全対策等推進費、公的年金

制度運営諸費   

 雇用対策 緊急雇用創出事業臨時特例交付金、高齢者等雇用安定・

促進費、職業紹介事業等実施費、職業能力開発強化費、

若年者等職業能力開発支援費、障害者等職業能力開発支

援費、都道府県労働局共通費、都道府県労働局施設費 

 戦争犠牲者 遺族及留守家族等援護費、中国残留邦人等支援事業費 

 他の社会保障制度  

 医薬品副作用被害救済制度 医薬品副作用被害救済制度、特定C型肝炎ウイルス感染

者等救済給付金支給等業務費交付金 

 生物由来製品感染被害救済制

度 
 

 中小企業退職金共済制度等  

 社会福祉施設職員等退職手当

共済制度等 

社会福祉施設職員等退職手当共済制度、心身障害者扶養

保険制度 

 高齢・障害・求職者雇用支援機

構実施事業 
 

農林水産省 農林漁業団体職員共済組合  

国土交通省 旧公共企業体職員業務災害 鉄道建設・運輸施設整備支援機構国鉄清算事業管理部 

 雇用対策 海事産業市場整備等推進費 

 戦争犠牲者 戦傷病者等無賃乗車船負担金 

 他の社会保障制度  

 自動車事故後遺障害者支援  

 住宅 住宅対策諸費 

環境省 公衆衛生 原子力安全規制対策費 

 他の社会保障制度  

 公害健康被害補償制度  

 石綿健康被害救済制度  

防衛省 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

社会保険診療 

報酬支払基金 
保健 公費負担医療等の管理費 

国立社会保障・

人口問題研究所 

（注３） 

保健 救急業務費、学校保健 

（注１）制度の名称は、集計表２社会保障給付費収支表の制度名に対応している。 
（注２）複数の制度が含まれる場合はその制度名、又は制度の各事業（費目）の決算の「項」の名称を記載して

いる。 
（注３）国立社会保障・人口問題研究所が作成する項目は、地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説単位

費用篇』等に基づく推計である。 
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作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

 組合管掌健康保険  
 国民健康保険 

（退職者医療制度を含む。）  

 後期高齢者医療制度  
 介護保険  
 厚生年金保険  
 厚生年金基金  
 石炭鉱業年金基金  

 国民年金  

 国民年金基金  

 農業者年金基金  

 船員保険  

 雇用保険 

（労働保険特別会計雇用勘定分）
 

 労働者災害補償保険  

 公衆衛生 医療提供体制確保対策費、沖縄保健衛生諸費、医療安全

確保推進費、独立行政法人国立病院機構運営費、国立研

究開発法人国立がん研究センター運営費、国立研究開発

法人国立循環器病研究センター運営費、国立研究開発法

人国立精神・神経医療研究センター運営費、国立研究開

発法人国立国際医療研究センター運営費、国立研究開発

法人国立成育医療研究センター運営費、国立研究開発法

人国立長寿医療研究センター運営費、医療提供体制基盤

整備費、沖縄振興交付金事業推進費、国立ハンセン病療

養所共通費、国立ハンセン病療養所運営費、国立ハンセ

ン病療養所施設費、感染症対策費、特定疾患等対策費、

移植医療推進費、原爆被爆者等援護対策費、地域保健対

策費、保健衛生施設整備費、健康増進対策費、健康危機

管理推進費、社会保障等復興政策費、社会保障等復興事

業費、血液製剤対策費、医薬品安全対策等推進費、障害

保健福祉費、医療保険給付諸費、医療費適正化推進費、

検疫所共通費、検疫業務等実施費、輸入食品検査業務実

施費、食品等安全確保対策費、自殺対策費、医療観察等

実施費 

 生活保護  

 社会福祉 障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知的障害者総合

施設のぞみの園運営費、独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉施設整備

費、国立更生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、

国立更生援護所運営費、国立児童自立支援施設運営費、

高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制度運営推進

費、保育対策費、児童虐待等防止対策費、母子保健衛生

対策費、母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費、

巻末参考資料 

- 55 - 
 

作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

児童福祉施設整備費、東日本大震災復興推進費、社会保

障等復興事業費、社会保障等復興政策費、生活保護等対

策費、社会福祉諸費、独立行政法人福祉医療機構運営費、

特定疾患等対策費、医薬品安全対策等推進費、公的年金

制度運営諸費   

 雇用対策 緊急雇用創出事業臨時特例交付金、高齢者等雇用安定・

促進費、職業紹介事業等実施費、職業能力開発強化費、

若年者等職業能力開発支援費、障害者等職業能力開発支

援費、都道府県労働局共通費、都道府県労働局施設費 

 戦争犠牲者 遺族及留守家族等援護費、中国残留邦人等支援事業費 

 他の社会保障制度  

 医薬品副作用被害救済制度 医薬品副作用被害救済制度、特定C型肝炎ウイルス感染

者等救済給付金支給等業務費交付金 

 生物由来製品感染被害救済制

度 
 

 中小企業退職金共済制度等  

 社会福祉施設職員等退職手当

共済制度等 

社会福祉施設職員等退職手当共済制度、心身障害者扶養

保険制度 

 高齢・障害・求職者雇用支援機

構実施事業 
 

農林水産省 農林漁業団体職員共済組合  

国土交通省 旧公共企業体職員業務災害 鉄道建設・運輸施設整備支援機構国鉄清算事業管理部 

 雇用対策 海事産業市場整備等推進費 

 戦争犠牲者 戦傷病者等無賃乗車船負担金 

 他の社会保障制度  

 自動車事故後遺障害者支援  

 住宅 住宅対策諸費 

環境省 公衆衛生 原子力安全規制対策費 

 他の社会保障制度  

 公害健康被害補償制度  

 石綿健康被害救済制度  

防衛省 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

社会保険診療 

報酬支払基金 
保健 公費負担医療等の管理費 

国立社会保障・

人口問題研究所 

（注３） 

保健 救急業務費、学校保健 

（注１）制度の名称は、集計表２社会保障給付費収支表の制度名に対応している。 
（注２）複数の制度が含まれる場合はその制度名、又は制度の各事業（費目）の決算の「項」の名称を記載して

いる。 
（注３）国立社会保障・人口問題研究所が作成する項目は、地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説単位

費用篇』等に基づく推計である。 
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2-2 社会支出に含まれる社会保障制度 
分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 

高齢 退職によって労働市場か

ら引退した人及び決めら

れた年齢に達した人に提

供される現金給付が対

象。給付の形態は年金及

び一時金を含み、早期退

職をした人の給付もここ

に含めるが、雇用政策と

して早期退職をした場合

の給付は「積極的労働市

場政策」に計上。高齢者を

対象にした在宅及び施設

の介護サービスを計上。

施設サービスにおいては

老人施設の運営に係る費

用も計上。 

 
現金  
退職年金 ・厚生年金保険：老齢年金給付、旧共済分 

 ・厚生年金基金：年金給付 
 ・石炭鉱業年金基金：年金給付 
 ・国民年金：老齢年金、通算老齢年金、付加年金、老齢

福祉年金、老齢基礎年金 
 ・国民年金基金：年金給付 
 ・農業者年金基金：経営移譲年金、農業者老齢年金 
 ・農林漁業団体職員共済組合：退職年金、減額退職年金、

通算退職年金、退職共済年金、特例退職年金、特例

減額退職年金、特例通算退職年金、特例退職共済年

金、特例老齢農林年金 
 ・日本私立学校振興・共済事業団：退職共済年金、退職

年金、減額退職年金、通算退職年金、恩給財団給付

の年金、老齢厚生年金、退職共済年金経過的職域、

終身退職年金、有期退職年金20年、有期退職年金10
年 

  ・国家公務員共済組合：退職給付、船員給付、通算退職

年金 
  ・存続組合等：退職給付 
  ・地方公務員等共済組合：老齢厚生年金、旧職域加算退

職給付、退職年金（終身及び有期）、退職共済年金、

退職年金、減額退職年金、通算退職年金 
  ・旧令共済組合等：退職給付 
  ・国家公務員恩給：国会議員互助年金、文官等恩給費 
  ・地方公務員恩給：恩給及び退職年金 

早期退職年金  － 
その他の現金給付  ・厚生年金保険：脱退手当金等 

  ・厚生年金基金：一時金交付 
  ・石炭鉱業年金基金：一時金交付 
  ・国民年金：外国人脱退一時金 
  ・国民年金基金：一時金給付 
  ・農林漁業団体職員共済組合：退職一時金、返還一時金、

特例一時金、特例老齢農林一時金、特例退職共済一

時金、特例退職一時金、特例減額退職一時金、特例

通算退職一時金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：返還一時金、脱退一

時金、一時扶助金、外国脱退一時金、退職経過的職

域一時金、有期退職年金一時金、有期退職一時払い

  ・国家公務員共済組合：返還一時金、脱退一時金、短期

在留脱退一時金、退職給付（一時金） 
  ・存続組合等：返還一時金、脱退一時金 
  ・地方公務員等共済組合：有期退職年金に代わる一時
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
金、整理退職一時金、退職一時金、脱退一時金、返

還一時金、短期在留脱退一時金 
  ・社会福祉：介護保険制度運営推進費 
  ・地方単独事業：高齢者、要介護者等への給付に要する

経費 
  ・中小企業退職金共済制度等：退職給付金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：退職手当給付

金 
現物   

介護、ホームヘル

プサービス 
 ・介護保険：介護サービス等諸費、介護予防サービス等

諸費、高額介護サービス等費、特定入所者介護サー

ビス等費、市町村特別給付費、高額医療合算介護サ

ービス費、保険給付のその他、地域支援事業費、保

健福祉事業費、居宅サービス事業費、地域密着型サ

ービス等事業費、居宅介護支援事業費、介護予防・

日常生活支援総合事業費、給付のその他 
  ・公衆衛生：原爆被爆者等援護対策費 
  ・生活保護：介護扶助 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費 
  ・地方単独事業：公立養護老人ホーム等管理費（老人保

護措置費）、公立老人福祉施設管理費（老人保護措

置費以外）、高齢者生活福祉センター（生活支援ハ

ウス）管理費、老人憩の家管理費、地域包括支援セ

ンター管理費、介護サービス利用者負担助成に要す

る経費、養護老人ホーム等入所負担軽減に要する経

費、私立養護老人ホーム等助成費（老人保護措置

費）、私立老人福祉施設助成費（老人保護措置費以

外） 
その他の現物給付  ・公衆衛生：医療費適正化推進費 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制

度運営推進費 
  ・地方単独事業：高齢者等の安否確認・見守り事務費、

老人日常生活用具、介護用品等支給に要する経費、

高齢者移動支援に要する経費、高齢者日常生活支援

事業費、介護予防・地域支え合い事業費、在宅医療・

訪問看護推進事業費、高齢者虐待防止事業費、認知

症高齢者支援事業費、老人クラブ活動助成に要する

経費 
遺族 被扶養者である配偶者や

その独立前の子どもに対

する制度の支出を計上。

 
現金  
遺族年金 ・厚生年金保険：遺族年金給付 

  ・国民年金：寡婦年金、遺族基礎年金 
  ・農林漁業団体職員共済組合：遺族年金、通算遺族年金、

遺族共済年金、特例遺族年金、特例通算遺族年金、

特例遺族共済年金  
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2-2 社会支出に含まれる社会保障制度 
分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 

高齢 退職によって労働市場か

ら引退した人及び決めら

れた年齢に達した人に提

供される現金給付が対

象。給付の形態は年金及

び一時金を含み、早期退

職をした人の給付もここ

に含めるが、雇用政策と

して早期退職をした場合

の給付は「積極的労働市

場政策」に計上。高齢者を

対象にした在宅及び施設

の介護サービスを計上。

施設サービスにおいては

老人施設の運営に係る費

用も計上。 

 
現金  
退職年金 ・厚生年金保険：老齢年金給付、旧共済分 

 ・厚生年金基金：年金給付 
 ・石炭鉱業年金基金：年金給付 
 ・国民年金：老齢年金、通算老齢年金、付加年金、老齢

福祉年金、老齢基礎年金 
 ・国民年金基金：年金給付 
 ・農業者年金基金：経営移譲年金、農業者老齢年金 
 ・農林漁業団体職員共済組合：退職年金、減額退職年金、

通算退職年金、退職共済年金、特例退職年金、特例

減額退職年金、特例通算退職年金、特例退職共済年

金、特例老齢農林年金 
 ・日本私立学校振興・共済事業団：退職共済年金、退職

年金、減額退職年金、通算退職年金、恩給財団給付

の年金、老齢厚生年金、退職共済年金経過的職域、

終身退職年金、有期退職年金20年、有期退職年金10
年 

  ・国家公務員共済組合：退職給付、船員給付、通算退職

年金 
  ・存続組合等：退職給付 
  ・地方公務員等共済組合：老齢厚生年金、旧職域加算退

職給付、退職年金（終身及び有期）、退職共済年金、

退職年金、減額退職年金、通算退職年金 
  ・旧令共済組合等：退職給付 
  ・国家公務員恩給：国会議員互助年金、文官等恩給費 
  ・地方公務員恩給：恩給及び退職年金 

早期退職年金  － 
その他の現金給付  ・厚生年金保険：脱退手当金等 

  ・厚生年金基金：一時金交付 
  ・石炭鉱業年金基金：一時金交付 
  ・国民年金：外国人脱退一時金 
  ・国民年金基金：一時金給付 
  ・農林漁業団体職員共済組合：退職一時金、返還一時金、

特例一時金、特例老齢農林一時金、特例退職共済一

時金、特例退職一時金、特例減額退職一時金、特例

通算退職一時金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：返還一時金、脱退一

時金、一時扶助金、外国脱退一時金、退職経過的職

域一時金、有期退職年金一時金、有期退職一時払い

  ・国家公務員共済組合：返還一時金、脱退一時金、短期

在留脱退一時金、退職給付（一時金） 
  ・存続組合等：返還一時金、脱退一時金 
  ・地方公務員等共済組合：有期退職年金に代わる一時
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
金、整理退職一時金、退職一時金、脱退一時金、返

還一時金、短期在留脱退一時金 
  ・社会福祉：介護保険制度運営推進費 
  ・地方単独事業：高齢者、要介護者等への給付に要する

経費 
  ・中小企業退職金共済制度等：退職給付金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：退職手当給付

金 
現物   

介護、ホームヘル

プサービス 
 ・介護保険：介護サービス等諸費、介護予防サービス等

諸費、高額介護サービス等費、特定入所者介護サー

ビス等費、市町村特別給付費、高額医療合算介護サ

ービス費、保険給付のその他、地域支援事業費、保

健福祉事業費、居宅サービス事業費、地域密着型サ

ービス等事業費、居宅介護支援事業費、介護予防・

日常生活支援総合事業費、給付のその他 
  ・公衆衛生：原爆被爆者等援護対策費 
  ・生活保護：介護扶助 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費 
  ・地方単独事業：公立養護老人ホーム等管理費（老人保

護措置費）、公立老人福祉施設管理費（老人保護措

置費以外）、高齢者生活福祉センター（生活支援ハ

ウス）管理費、老人憩の家管理費、地域包括支援セ

ンター管理費、介護サービス利用者負担助成に要す

る経費、養護老人ホーム等入所負担軽減に要する経

費、私立養護老人ホーム等助成費（老人保護措置

費）、私立老人福祉施設助成費（老人保護措置費以

外） 
その他の現物給付  ・公衆衛生：医療費適正化推進費 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制

度運営推進費 
  ・地方単独事業：高齢者等の安否確認・見守り事務費、

老人日常生活用具、介護用品等支給に要する経費、

高齢者移動支援に要する経費、高齢者日常生活支援

事業費、介護予防・地域支え合い事業費、在宅医療・

訪問看護推進事業費、高齢者虐待防止事業費、認知

症高齢者支援事業費、老人クラブ活動助成に要する

経費 
遺族 被扶養者である配偶者や

その独立前の子どもに対

する制度の支出を計上。

 
現金  
遺族年金 ・厚生年金保険：遺族年金給付 

  ・国民年金：寡婦年金、遺族基礎年金 
  ・農林漁業団体職員共済組合：遺族年金、通算遺族年金、

遺族共済年金、特例遺族年金、特例通算遺族年金、

特例遺族共済年金  
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：遺族共済年金、遺族

年金、通算遺族年金、遺族厚生年金、遺族共済年金

経過的職域、職務遺族年金 
  ・国家公務員共済組合：遺族給付 
  ・存続組合等：遺族給付 
  ・地方公務員等共済組合：遺族厚生年金、旧職域加算遺

族給付、遺族共済年金、遺族年金、通算遺族年金 
  ・旧令共済組合等：遺族給付 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・戦争犠牲者：遺族等年金、旧軍人遺族等恩給費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族年金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族年金 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償費 

その他の現金給付  ・国民年金：死亡一時金、特別一時金 
  ・農業者年金基金：死亡一時金 
  ・農林漁業団体職員共済組合：特例遺族共済一時金、特

例遺族一時金、特例通算遺族一時金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：遺族経過的職域一時

金、有期退職精算払い 
  ・国家公務員共済組合：死亡一時金、特例死亡一時金 
  ・存続組合等：死亡一時金 
  ・地方公務員等共済組合：遺族に対する一時金、特例死

亡一時金、死亡一時金、遺族一時金 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・戦争犠牲者：留守家族等援護費、未帰還者特別措置費、

遺族国債、特別給付金国債、特別弔慰金国債 
  ・地方単独事業：遺族等援護に要する経費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族一時金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族一時金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：弔慰金給付保

険金（障害）、特別弔慰金給付金（障害） 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償一時金 
  ・石綿健康被害救済制度：特別遺族弔慰金・特別葬祭料、

救済給付調整金 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：死亡見舞

金、供花料 
  ・犯罪被害給付制度：遺族給付金 
 現物   
  埋葬費  ・全国健康保険協会管掌健康保険：埋葬料、家族埋葬料

  ・組合管掌健康保険：埋葬料、家族埋葬料、埋葬附加金、

家族埋葬料附加金 
  ・国民健康保険：葬祭諸費 
  ・後期高齢者医療制度：葬祭諸費 
  ・船員保険：葬祭料、家族葬祭料 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：埋葬料、家族埋葬料、
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
弔慰金付加金、埋葬料付加金、家族弔慰金付加金、

家族埋葬料付加金 
  ・労働者災害補償保険：葬祭料 
  ・国家公務員共済組合：埋葬料、家族埋葬料 
  ・地方公務員等共済組合：埋葬料、家族埋葬料 
  ・国家公務員災害補償等：葬祭補償費 
  ・地方公務員等災害補償：葬祭補償 
  ・旧公共企業体職員業務災害：葬祭補償費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費 
  ・生活保護：葬祭扶助 
  ・戦争犠牲者：葬祭費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：葬祭料 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：葬祭料 
  ・公害健康被害補償制度：葬祭料 
  ・石綿健康被害救済制度：葬祭料 

その他の現物給付  ・公衆衛生：医薬品安全対策等推進費 
障害、業務災害、傷病 業務災害補償制度下で給

付されたすべての給付と

障害者福祉のサービス給

付、障害年金や療養中の

所得保障としての傷病手

当金などを計上。 

 
 現金  
  障害年金 ・厚生年金保険：障害年金給付 
 ・国民年金：障害年金、障害基礎年金、特別障害給付

金 
 ・農林漁業団体職員共済組合：障害年金、障害共済年金、

特例障害年金、特例障害共済年金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：障害共済年金、障害

年金、障害厚生年金、障害共済年金経過的職域、職

務障害年金 
  ・国家公務員共済組合：障害給付 
  ・存続組合等：障害給付 
  ・地方公務員等共済組合：障害厚生年金、旧職域加算障

害給付、障害共済年金、障害年金 
  ・旧令共済組合等：障害給付 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害年金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：年金給付金

（障害） 
  ・公害健康被害補償制度：障害補償費 

年金（業務災害）  ・船員保険：障害年金、遺族年金 
  ・労働者災害補償保険：障害補償年金、遺族補償年金、

傷病補償年金、障害特別年金、遺族特別年金、傷病

特別年金 
  ・国家公務員共済組合：障害給付（公務上）、遺族給付

（公務上）、公務災害給付 
  ・存続組合等：公務災害給付 
  ・地方公務員等共済組合：公務障害年金、公務遺族年金

  ・国家公務員災害補償等：傷病補償年金、障害補償年金、
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  ・日本私立学校振興・共済事業団：遺族共済年金、遺族

年金、通算遺族年金、遺族厚生年金、遺族共済年金

経過的職域、職務遺族年金 
  ・国家公務員共済組合：遺族給付 
  ・存続組合等：遺族給付 
  ・地方公務員等共済組合：遺族厚生年金、旧職域加算遺

族給付、遺族共済年金、遺族年金、通算遺族年金 
  ・旧令共済組合等：遺族給付 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・戦争犠牲者：遺族等年金、旧軍人遺族等恩給費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族年金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族年金 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償費 

その他の現金給付  ・国民年金：死亡一時金、特別一時金 
  ・農業者年金基金：死亡一時金 
  ・農林漁業団体職員共済組合：特例遺族共済一時金、特

例遺族一時金、特例通算遺族一時金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：遺族経過的職域一時

金、有期退職精算払い 
  ・国家公務員共済組合：死亡一時金、特例死亡一時金 
  ・存続組合等：死亡一時金 
  ・地方公務員等共済組合：遺族に対する一時金、特例死

亡一時金、死亡一時金、遺族一時金 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・戦争犠牲者：留守家族等援護費、未帰還者特別措置費、

遺族国債、特別給付金国債、特別弔慰金国債 
  ・地方単独事業：遺族等援護に要する経費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族一時金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族一時金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：弔慰金給付保

険金（障害）、特別弔慰金給付金（障害） 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償一時金 
  ・石綿健康被害救済制度：特別遺族弔慰金・特別葬祭料、

救済給付調整金 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：死亡見舞

金、供花料 
  ・犯罪被害給付制度：遺族給付金 
 現物   
  埋葬費  ・全国健康保険協会管掌健康保険：埋葬料、家族埋葬料

  ・組合管掌健康保険：埋葬料、家族埋葬料、埋葬附加金、

家族埋葬料附加金 
  ・国民健康保険：葬祭諸費 
  ・後期高齢者医療制度：葬祭諸費 
  ・船員保険：葬祭料、家族葬祭料 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：埋葬料、家族埋葬料、
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弔慰金付加金、埋葬料付加金、家族弔慰金付加金、

家族埋葬料付加金 
  ・労働者災害補償保険：葬祭料 
  ・国家公務員共済組合：埋葬料、家族埋葬料 
  ・地方公務員等共済組合：埋葬料、家族埋葬料 
  ・国家公務員災害補償等：葬祭補償費 
  ・地方公務員等災害補償：葬祭補償 
  ・旧公共企業体職員業務災害：葬祭補償費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費 
  ・生活保護：葬祭扶助 
  ・戦争犠牲者：葬祭費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：葬祭料 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：葬祭料 
  ・公害健康被害補償制度：葬祭料 
  ・石綿健康被害救済制度：葬祭料 

その他の現物給付  ・公衆衛生：医薬品安全対策等推進費 
障害、業務災害、傷病 業務災害補償制度下で給

付されたすべての給付と

障害者福祉のサービス給

付、障害年金や療養中の

所得保障としての傷病手

当金などを計上。 

 
 現金  
  障害年金 ・厚生年金保険：障害年金給付 
 ・国民年金：障害年金、障害基礎年金、特別障害給付

金 
 ・農林漁業団体職員共済組合：障害年金、障害共済年金、

特例障害年金、特例障害共済年金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：障害共済年金、障害

年金、障害厚生年金、障害共済年金経過的職域、職

務障害年金 
  ・国家公務員共済組合：障害給付 
  ・存続組合等：障害給付 
  ・地方公務員等共済組合：障害厚生年金、旧職域加算障

害給付、障害共済年金、障害年金 
  ・旧令共済組合等：障害給付 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害年金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：年金給付金

（障害） 
  ・公害健康被害補償制度：障害補償費 

年金（業務災害）  ・船員保険：障害年金、遺族年金 
  ・労働者災害補償保険：障害補償年金、遺族補償年金、

傷病補償年金、障害特別年金、遺族特別年金、傷病

特別年金 
  ・国家公務員共済組合：障害給付（公務上）、遺族給付

（公務上）、公務災害給付 
  ・存続組合等：公務災害給付 
  ・地方公務員等共済組合：公務障害年金、公務遺族年金

  ・国家公務員災害補償等：傷病補償年金、障害補償年金、
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遺族補償年金、傷病特別給付金、障害特別給付金、

遺族特別給付金 
  ・地方公務員等災害補償：傷病補償年金、障害補償年金、

遺族補償年金、傷病特別給付金、障害特別給付金、

遺族特別給付金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：障害補償年金、遺族補償

年金 
休業給付  ・労働者災害補償保険：休業補償給付 
（業務災害）  ・国家公務員災害補償等：休業補償費、休業援護金 

  ・地方公務員等災害補償：休業補償、休業援護金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：休業補償費 

休業給付  ・全国健康保険協会管掌健康保険：傷病手当金 
（傷病手当）  ・組合管掌健康保険：傷病手当金、傷病手当附加金、延

長傷病手当附加金 
  ・船員保険：傷病手当金及び休業手当金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：傷病手当金付加金、

傷病手当金、休業手当金 
  ・国家公務員共済組合：傷病手当金、休業手当金 
  ・地方公務員等共済組合：傷病手当金、休業手当金、短

期附加給付の休業給付 
  ・旧令共済組合等：疾病・出産の現金給付 

その他の現金給付  ・厚生年金保険：障害手当金 
  ・船員保険：障害手当金、障害一時金等、遺族一時金等、

行方不明手当金、現金給付の介護料 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：障害一時金、障害手

当金、障害経過的職域一時金 
  ・労働者災害補償保険：障害補償一時金、遺族補償一時

金、介護補償給付、特別遺族給付金、休業特別支給

金、障害特別支給金、遺族特別支給金、傷病特別支

給金、障害特別一時金、遺族特別一時金、その他の

援護金、介護料、労災就学等援護費 
  ・地方公務員等共済組合：障害手当金、障害一時金 
  ・国家公務員災害補償等：障害補償一時金、遺族補償一

時金、障害補償年金差額一時金、介護補償費、傷病

特別支給金、障害特別支給金、遺族特別支給金、障

害特別援護金、遺族特別援護金、障害差額特別給付

金、奨学援護金、就労保育援護金、長期家族介護者

援護金 
  ・地方公務員等災害補償：障害補償年金差額一時金、障

害補償一時金、遺族補償一時金、介護補償、奨学援

護金、就労保育援護金、傷病特別支給金、障害特別

支給金、遺族特別支給金、障害特別援護金、遺族特

別援護金、障害差額特別給付金、長期家族介護者援

護金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：遺族補償一時金、長期傷
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病補償費、NTTのみ小計 

  ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被

爆者等援護対策費、血液製剤対策費、食品等安全確

保対策費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費 
  ・戦争犠牲者：療養手当 
  ・地方単独事業：健康被害給付に要する経費、障害者（障

害児除く）に対する手当給付に要する経費、原子爆

弾被爆者支援（地方単独事業分）に要する経費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：医療手当、特定C型肝炎

ウイルス感染者等救済給付金支給等業務費交付金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：医療手当 
  ・公害健康被害補償制度：療養手当 
  ・石綿健康被害救済制度：療養手当 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：障害見舞

金、へき地通院費 
  ・犯罪被害給付制度：重傷病給付金、障害給付金 
現物   
介護、ホームヘル

プサービス 
 ・労働者災害補償保険：二次健康診断等給付、補装具等

支給費 
  ・国家公務員災害補償等：ホームヘルプサービス 
  ・地方公務員等災害補償：介護等供与、旅行費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費 
  ・地方単独事業：公立障害者施設管理費、障害者施設利

用者負担軽減に要する経費、障害者グループホー

ム･ケアホーム・生活ホーム等助成に要する経費、

私立障害者施設助成に要する経費 
  ・自動車事故後遺障害者支援：介護料 

機能回復支援  ・国家公務員災害補償等：リハビリテーション 
  ・地方公務員等災害補償：リハビリテーション 

  ・地方単独事業：公立精神障害者社会復帰施設管理費、

私立精神保健福祉施設・精神障害者社会復帰施設助

成に要する経費、小規模作業所・地域活動支援セン

ター等運営助成に要する経費、精神障害者支援事業

費 
  ・公害健康被害補償制度：リハビリテーション事業 
  ・自動車事故後遺障害者支援：療護業務委託費、施設設

備整備費 
その他の現物給付  ・労働者災害補償保険：労働安全衛生対策費、社会復帰

促進等事業委託費、身体障害者等福祉対策事業費補

助金 
  ・国家公務員災害補償等：補装具費 
  ・地方公務員等災害補償：補装具費、公務災害防止事業

費、自動車等損害見舞金支給事業費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被
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遺族補償年金、傷病特別給付金、障害特別給付金、

遺族特別給付金 
  ・地方公務員等災害補償：傷病補償年金、障害補償年金、

遺族補償年金、傷病特別給付金、障害特別給付金、

遺族特別給付金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：障害補償年金、遺族補償

年金 
休業給付  ・労働者災害補償保険：休業補償給付 
（業務災害）  ・国家公務員災害補償等：休業補償費、休業援護金 

  ・地方公務員等災害補償：休業補償、休業援護金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：休業補償費 

休業給付  ・全国健康保険協会管掌健康保険：傷病手当金 
（傷病手当）  ・組合管掌健康保険：傷病手当金、傷病手当附加金、延

長傷病手当附加金 
  ・船員保険：傷病手当金及び休業手当金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：傷病手当金付加金、

傷病手当金、休業手当金 
  ・国家公務員共済組合：傷病手当金、休業手当金 
  ・地方公務員等共済組合：傷病手当金、休業手当金、短

期附加給付の休業給付 
  ・旧令共済組合等：疾病・出産の現金給付 

その他の現金給付  ・厚生年金保険：障害手当金 
  ・船員保険：障害手当金、障害一時金等、遺族一時金等、

行方不明手当金、現金給付の介護料 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：障害一時金、障害手

当金、障害経過的職域一時金 
  ・労働者災害補償保険：障害補償一時金、遺族補償一時

金、介護補償給付、特別遺族給付金、休業特別支給

金、障害特別支給金、遺族特別支給金、傷病特別支

給金、障害特別一時金、遺族特別一時金、その他の

援護金、介護料、労災就学等援護費 
  ・地方公務員等共済組合：障害手当金、障害一時金 
  ・国家公務員災害補償等：障害補償一時金、遺族補償一

時金、障害補償年金差額一時金、介護補償費、傷病

特別支給金、障害特別支給金、遺族特別支給金、障

害特別援護金、遺族特別援護金、障害差額特別給付

金、奨学援護金、就労保育援護金、長期家族介護者

援護金 
  ・地方公務員等災害補償：障害補償年金差額一時金、障

害補償一時金、遺族補償一時金、介護補償、奨学援

護金、就労保育援護金、傷病特別支給金、障害特別

支給金、遺族特別支給金、障害特別援護金、遺族特

別援護金、障害差額特別給付金、長期家族介護者援

護金 
  ・旧公共企業体職員業務災害：遺族補償一時金、長期傷
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
病補償費、NTTのみ小計 

  ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被

爆者等援護対策費、血液製剤対策費、食品等安全確

保対策費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費 
  ・戦争犠牲者：療養手当 
  ・地方単独事業：健康被害給付に要する経費、障害者（障

害児除く）に対する手当給付に要する経費、原子爆

弾被爆者支援（地方単独事業分）に要する経費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：医療手当、特定C型肝炎

ウイルス感染者等救済給付金支給等業務費交付金 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：医療手当 
  ・公害健康被害補償制度：療養手当 
  ・石綿健康被害救済制度：療養手当 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：障害見舞

金、へき地通院費 
  ・犯罪被害給付制度：重傷病給付金、障害給付金 
現物   
介護、ホームヘル

プサービス 
 ・労働者災害補償保険：二次健康診断等給付、補装具等

支給費 
  ・国家公務員災害補償等：ホームヘルプサービス 
  ・地方公務員等災害補償：介護等供与、旅行費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費 
  ・地方単独事業：公立障害者施設管理費、障害者施設利

用者負担軽減に要する経費、障害者グループホー

ム･ケアホーム・生活ホーム等助成に要する経費、

私立障害者施設助成に要する経費 
  ・自動車事故後遺障害者支援：介護料 

機能回復支援  ・国家公務員災害補償等：リハビリテーション 
  ・地方公務員等災害補償：リハビリテーション 

  ・地方単独事業：公立精神障害者社会復帰施設管理費、

私立精神保健福祉施設・精神障害者社会復帰施設助

成に要する経費、小規模作業所・地域活動支援セン

ター等運営助成に要する経費、精神障害者支援事業

費 
  ・公害健康被害補償制度：リハビリテーション事業 
  ・自動車事故後遺障害者支援：療護業務委託費、施設設

備整備費 
その他の現物給付  ・労働者災害補償保険：労働安全衛生対策費、社会復帰

促進等事業委託費、身体障害者等福祉対策事業費補

助金 
  ・国家公務員災害補償等：補装具費 
  ・地方公務員等災害補償：補装具費、公務災害防止事業

費、自動車等損害見舞金支給事業費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
爆者等援護対策費、健康増進対策費、血液製剤対策

費、医薬品安全対策等推進費、障害保健福祉費、社

会保障等復興政策費、自殺対策費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知

的障害者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉

施設整備費、国立更生援護機関共通費、国立更生援

護機関施設費、国立更生援護所運営費、児童福祉施

設整備費、社会福祉諸費、特定疾患等対策費、医薬

品安全対策等推進費、スポーツ振興費(障害者分) 
  ・戦争犠牲者：補装具給付費、戦傷病者等無賃乗車船等

負担金 
  ・地方単独事業：ハンセン病患者支援事業費、公立精神

保健福祉施設管理費、交通費・燃料代助成に要する

経費、障害者相談事務費、障害者日常生活用具、介

護用品等支給に要する経費、居宅介護・活動支援、

自立支援・社会参加促進、地域生活支援事業費、精

神保健福祉相談・こころの健康づくり事業費、権利

擁護推進事業費 
  ・公害健康被害補償制度：転地療養事業、療養用具支給

事業、家庭療養指導事業、インフルエンザ予防接種

費用助成事業 
保健 医療の個人サービス及び

予防接種や健康診断等の

集団サービスを計上。傷

病手当金等の疾病に係る

現金給付は「障害、業務災

害、傷病」に計上。 
 
 
 
 
 
 

 
現金 － 
現物 ・全国健康保険協会管掌健康保険：医療給付等、出産育

児一時金、家族出産育児一時金、特定健康診査・保

健指導事業費、管理費 
 ・組合管掌健康保険：医療給付等、出産育児一時金、家

族出産育児一時金、出産育児附加金、家族出産育児

附加金、特定健康診査事業費、特定保健指導事業費、

疾病予防費、管理費 
 ・国民健康保険：療養諸費等、出産育児諸費、育児諸費、

特定健康診査・保健指導補助金、保健事業費、健康

管理センター事業費、管理費 

  ・後期高齢者医療制度：医療給付費、保健事業費、管理

費 
  ・介護保険：管理費 
  ・船員保険：医療給付等、出産育児一時金、家族出産育

児一時金、特定健康診査・保健指導事業費、管理費

  ・日本私立学校振興・共済事業団：医療給付等、出産費、

家族出産費、出産費付加金、家族出産費付加金、特

定健康診査・保健指導事業費、管理費 

  ・労働者災害補償保険：療養補償給付、管理費 
  ・国家公務員共済組合：医療給付等、出産費、配偶者出

産費、特定健康診査・保健指導事業費、管理費 
  ・地方公務員等共済組合：医療給付等、出産費、家族出
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
産費、特定健康診査・保健指導事業費、管理費 

  ・旧令共済組合等：医療 
  ・国家公務員災害補償等：療養補償費、外科後処置、ア

フターケア 
  ・地方公務員等災害補償：療養補償、アフターケア、外

科後処置費 
  ・旧公共企業体職員業務災害：療養補償費 
  ・公衆衛生：医療提供体制確保対策費、医療安全確保推

進費、独立行政法人国立病院機構運営費、国立研究

開発法人国立がん研究センター運営費、国立研究開

発法人国立循環器病研究センター運営費、国立研究

開発法人国立精神・神経医療研究センター運営費、

国立研究開発法人国立国際医療研究センター運営

費、国立研究開発法人国立成育医療研究センター運

営費、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター

運営費、医療提供体制基盤整備費、国立ハンセン病

療養所共通費、国立ハンセン病療養所運営費、感染

症対策費、特定疾患等対策費、移植医療推進費、原

爆被爆者等援護対策費、地域保健対策費、健康増進

対策費、健康危機管理推進費、障害保健福祉費、医

療保険給付諸費、検疫業務等実施費、食品等安全確

保対策費、医療観察等実施費 

  ・生活保護：医療扶助 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子保健衛生対策費、特定疾患等対策費 

  ・戦争犠牲者：療養費 

  ・保健：救急業務費、学校保健、公費負担医療等の管理

費 

  ・地方単独事業：地方公共団体単独実施公費負担医療費

給付分、保健所管理費、市町村保健センター管理費、

口腔保健センター管理費、乳幼児健康診査事務費、

妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要する経費、

新生児マス・スクリーニング検査事務費、その他の

母子保健（地方単独事業分）に要する経費、予防接

種に要する経費、結核対策に要する経費、がん検診

（地方単独事業分）に要する経費、肝炎対策に要す

る経費、成人健康診査・生活習慣病対策に要する経

費、歯科保健・口腔衛生に要する経費、公立病院・

診療所、公立大学病院、国保病院（一般会計負担）

に要する経費、公立病院・診療所、公立大学病院、

国保病院（公営企業会計繰出分）に要する経費、私

立病院・診療所助成に要する経費、鍼灸・あん摩費

等助成に要する経費、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

の設置・管理、高度医療機器の整備促進等事務費、

救急医療施設運営費等助成に要する経費、夜間休日
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
爆者等援護対策費、健康増進対策費、血液製剤対策

費、医薬品安全対策等推進費、障害保健福祉費、社

会保障等復興政策費、自殺対策費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知

的障害者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉

施設整備費、国立更生援護機関共通費、国立更生援

護機関施設費、国立更生援護所運営費、児童福祉施

設整備費、社会福祉諸費、特定疾患等対策費、医薬

品安全対策等推進費、スポーツ振興費(障害者分) 
  ・戦争犠牲者：補装具給付費、戦傷病者等無賃乗車船等

負担金 
  ・地方単独事業：ハンセン病患者支援事業費、公立精神

保健福祉施設管理費、交通費・燃料代助成に要する

経費、障害者相談事務費、障害者日常生活用具、介

護用品等支給に要する経費、居宅介護・活動支援、

自立支援・社会参加促進、地域生活支援事業費、精

神保健福祉相談・こころの健康づくり事業費、権利

擁護推進事業費 
  ・公害健康被害補償制度：転地療養事業、療養用具支給

事業、家庭療養指導事業、インフルエンザ予防接種

費用助成事業 
保健 医療の個人サービス及び

予防接種や健康診断等の

集団サービスを計上。傷

病手当金等の疾病に係る

現金給付は「障害、業務災

害、傷病」に計上。 
 
 
 
 
 
 

 
現金 － 
現物 ・全国健康保険協会管掌健康保険：医療給付等、出産育

児一時金、家族出産育児一時金、特定健康診査・保

健指導事業費、管理費 
 ・組合管掌健康保険：医療給付等、出産育児一時金、家

族出産育児一時金、出産育児附加金、家族出産育児

附加金、特定健康診査事業費、特定保健指導事業費、

疾病予防費、管理費 
 ・国民健康保険：療養諸費等、出産育児諸費、育児諸費、

特定健康診査・保健指導補助金、保健事業費、健康

管理センター事業費、管理費 

  ・後期高齢者医療制度：医療給付費、保健事業費、管理

費 
  ・介護保険：管理費 
  ・船員保険：医療給付等、出産育児一時金、家族出産育

児一時金、特定健康診査・保健指導事業費、管理費

  ・日本私立学校振興・共済事業団：医療給付等、出産費、

家族出産費、出産費付加金、家族出産費付加金、特

定健康診査・保健指導事業費、管理費 

  ・労働者災害補償保険：療養補償給付、管理費 
  ・国家公務員共済組合：医療給付等、出産費、配偶者出

産費、特定健康診査・保健指導事業費、管理費 
  ・地方公務員等共済組合：医療給付等、出産費、家族出
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
産費、特定健康診査・保健指導事業費、管理費 

  ・旧令共済組合等：医療 
  ・国家公務員災害補償等：療養補償費、外科後処置、ア

フターケア 
  ・地方公務員等災害補償：療養補償、アフターケア、外

科後処置費 
  ・旧公共企業体職員業務災害：療養補償費 
  ・公衆衛生：医療提供体制確保対策費、医療安全確保推

進費、独立行政法人国立病院機構運営費、国立研究

開発法人国立がん研究センター運営費、国立研究開

発法人国立循環器病研究センター運営費、国立研究

開発法人国立精神・神経医療研究センター運営費、

国立研究開発法人国立国際医療研究センター運営

費、国立研究開発法人国立成育医療研究センター運

営費、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター

運営費、医療提供体制基盤整備費、国立ハンセン病

療養所共通費、国立ハンセン病療養所運営費、感染

症対策費、特定疾患等対策費、移植医療推進費、原

爆被爆者等援護対策費、地域保健対策費、健康増進

対策費、健康危機管理推進費、障害保健福祉費、医

療保険給付諸費、検疫業務等実施費、食品等安全確

保対策費、医療観察等実施費 

  ・生活保護：医療扶助 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子保健衛生対策費、特定疾患等対策費 

  ・戦争犠牲者：療養費 

  ・保健：救急業務費、学校保健、公費負担医療等の管理

費 

  ・地方単独事業：地方公共団体単独実施公費負担医療費

給付分、保健所管理費、市町村保健センター管理費、

口腔保健センター管理費、乳幼児健康診査事務費、

妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要する経費、

新生児マス・スクリーニング検査事務費、その他の

母子保健（地方単独事業分）に要する経費、予防接

種に要する経費、結核対策に要する経費、がん検診

（地方単独事業分）に要する経費、肝炎対策に要す

る経費、成人健康診査・生活習慣病対策に要する経

費、歯科保健・口腔衛生に要する経費、公立病院・

診療所、公立大学病院、国保病院（一般会計負担）

に要する経費、公立病院・診療所、公立大学病院、

国保病院（公営企業会計繰出分）に要する経費、私

立病院・診療所助成に要する経費、鍼灸・あん摩費

等助成に要する経費、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

の設置・管理、高度医療機器の整備促進等事務費、

救急医療施設運営費等助成に要する経費、夜間休日
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
等救急医療体制運営費補助に要する経費、周産期救

急医療・精神科救急医療等 特殊救急医療運営費等

補助に要する経費、小児医療に要する経費、へき地

医療に要する経費、災害時における医療事務費、新

型インフルエンザ対策（地方単独事業分）に要する

経費、新型インフルエンザ対策のうち、感染症指定

医療機関への運営費助成（地方単独事業分）に要す

る経費、感染症予防事業費、住民健康増進事業費、

臓器移植対策事業費、輸血用血液の安定確保、献血

推進等事業費、医薬品・ワクチン等の備蓄事務費 

  ・医薬品副作用被害救済制度：医療費 

  ・生物由来製品感染被害救済制度：医療費 

  ・公害健康被害補償制度：療養の給付及び療養費 
  ・石綿健康被害救済制度：医療費 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：医療費 
家族 家族を支援するために支

出される現金給付及び現

物給付（サービス）を計

上。 

 
現金  
家族手当 ・児童手当：現金給付、地域子ども・子育て支援事業費 
 ・社会福祉：特別児童扶養手当給付費、児童扶養手当給

付費負担金、児童扶養手当給付費、母子父子寡婦福

祉貸付金 
 ・地方単独事業：子どもに対する現金給付に要する経

費、障害児に対する現金給付に要する経費 
出産、育児休業  ・全国健康保険協会管掌健康保険：出産手当金 

  ・組合管掌健康保険：出産手当金、出産手当附加金 
  ・船員保険：出産手当金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：出産手当金 
  ・雇用保険：育児休業給付、介護休業給付 
  ・国家公務員共済組合：出産手当金、育児休業手当金、

介護休業手当金 
  ・地方公務員等共済組合：出産手当金、育児休業手当金、

介護休業手当金 
  ・生活保護：出産扶助 

その他の現金給付  ・雇用保険：男女均等雇用対策費 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・生活保護：教育扶助 
  ・社会福祉：児童虐待等防止対策費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害児養育年金 
現物   
就学前教育・保育  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費、仕事・子

育て両立支援事業 
  ・社会福祉：保育対策費、子ども・子育て支援対策費､

子ども・子育て支援推進費 
  ・地方単独事業：公立保育所（地方単独事業分）管理費、

公立幼稚園（地方単独事業分）に要する経費、公立
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
認定こども園（地方単独事業分）管理費、公立認定

こども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成に

要する経費、保育料等軽減に要する経費、私立保育

所（地方単独事業分）助成に要する経費、認可外保

育所・家庭的保育事業・小規模保育事業等助成に要

する経費、私立幼稚園助成（地方単独事業分）に要

する経費、私立認定こども園（地方単独事業分）助

成に要する経費、私立認定こども園（地方単独事業

分）（１号認定分）助成に要する経費、病児・病後

児保育事業費 
  ・就学援助・就学前教育：初等中等教育等振興費、私立

学校振興費 
ホームヘルプ、  ・雇用保険：男女均等雇用対策費 
施設  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費 

  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子保健衛生対策費、児童福祉施設整備費、国立更

生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、国立

児童自立支援施設運営費 
  ・地方単独事業：公立児童福祉施設管理費、児童デイサ

ービス施設管理費、私立児童福祉施設助成に要する

経費、地域療養・居宅介護等障害児支援事業費 
その他の現物給付  ・労働者災害補償保険：仕事生活調和推進費 

  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費､社

会福祉諸費 
  ・地方単独事業：児童相談所・一時保護施設管理費、公

立児童厚生施設管理費、公立子育て支援施設管理

費、公立子ども若者支援施設管理費、知的障害児施

設等管理費、準要保護児童生徒援助・給食援助(地
方単独事業分）に要する経費、放課後児童クラブ等

利用者負担助成に要する経費、私立児童厚生施設助

成に要する経費、私立子ども若者支援施設助成に要

する経費、放課後児童健全育成事業費（地方単独事

業分）、児童委員に要する経費、里親支援事業費、

母子家庭等支援に要する経費、児童虐待防止事業

費、子育て支援に要する経費（地方単独事業分）、

子どもの発達相談・支援事業費、保育人材確保に要

する経費 
  ・就学援助・就学前教育：初等中等教育等振興費、東日

本大震災復旧・復興対策経費、私立学校振興費 
積極的労働市場政策 社会的な支出で労働者の

働く機会を提供したり、

能力を高めたりする為の

支出を計上。障害を持つ

 
公的雇用サービス

と行政 
・雇用保険：職業紹介事業等実施費、地域雇用機会創出

等対策費、高齢者等雇用安定・促進費、職業能力開

発強化費、就職支援事業費、業務取扱費、施設整備
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
等救急医療体制運営費補助に要する経費、周産期救

急医療・精神科救急医療等 特殊救急医療運営費等

補助に要する経費、小児医療に要する経費、へき地

医療に要する経費、災害時における医療事務費、新

型インフルエンザ対策（地方単独事業分）に要する

経費、新型インフルエンザ対策のうち、感染症指定

医療機関への運営費助成（地方単独事業分）に要す

る経費、感染症予防事業費、住民健康増進事業費、

臓器移植対策事業費、輸血用血液の安定確保、献血

推進等事業費、医薬品・ワクチン等の備蓄事務費 

  ・医薬品副作用被害救済制度：医療費 

  ・生物由来製品感染被害救済制度：医療費 

  ・公害健康被害補償制度：療養の給付及び療養費 
  ・石綿健康被害救済制度：医療費 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：医療費 
家族 家族を支援するために支

出される現金給付及び現

物給付（サービス）を計

上。 

 
現金  
家族手当 ・児童手当：現金給付、地域子ども・子育て支援事業費 
 ・社会福祉：特別児童扶養手当給付費、児童扶養手当給

付費負担金、児童扶養手当給付費、母子父子寡婦福

祉貸付金 
 ・地方単独事業：子どもに対する現金給付に要する経

費、障害児に対する現金給付に要する経費 
出産、育児休業  ・全国健康保険協会管掌健康保険：出産手当金 

  ・組合管掌健康保険：出産手当金、出産手当附加金 
  ・船員保険：出産手当金 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：出産手当金 
  ・雇用保険：育児休業給付、介護休業給付 
  ・国家公務員共済組合：出産手当金、育児休業手当金、

介護休業手当金 
  ・地方公務員等共済組合：出産手当金、育児休業手当金、

介護休業手当金 
  ・生活保護：出産扶助 

その他の現金給付  ・雇用保険：男女均等雇用対策費 
  ・公衆衛生：感染症対策費 
  ・生活保護：教育扶助 
  ・社会福祉：児童虐待等防止対策費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害児養育年金 
現物   
就学前教育・保育  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費、仕事・子

育て両立支援事業 
  ・社会福祉：保育対策費、子ども・子育て支援対策費､

子ども・子育て支援推進費 
  ・地方単独事業：公立保育所（地方単独事業分）管理費、

公立幼稚園（地方単独事業分）に要する経費、公立

巻末参考資料 

- 65 - 
 

分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
認定こども園（地方単独事業分）管理費、公立認定

こども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成に

要する経費、保育料等軽減に要する経費、私立保育

所（地方単独事業分）助成に要する経費、認可外保

育所・家庭的保育事業・小規模保育事業等助成に要

する経費、私立幼稚園助成（地方単独事業分）に要

する経費、私立認定こども園（地方単独事業分）助

成に要する経費、私立認定こども園（地方単独事業

分）（１号認定分）助成に要する経費、病児・病後

児保育事業費 
  ・就学援助・就学前教育：初等中等教育等振興費、私立

学校振興費 
ホームヘルプ、  ・雇用保険：男女均等雇用対策費 
施設  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費 

  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子保健衛生対策費、児童福祉施設整備費、国立更

生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、国立

児童自立支援施設運営費 
  ・地方単独事業：公立児童福祉施設管理費、児童デイサ

ービス施設管理費、私立児童福祉施設助成に要する

経費、地域療養・居宅介護等障害児支援事業費 
その他の現物給付  ・労働者災害補償保険：仕事生活調和推進費 

  ・児童手当：地域子ども・子育て支援事業費 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、児童虐待等防止対策費、

母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費､社

会福祉諸費 
  ・地方単独事業：児童相談所・一時保護施設管理費、公

立児童厚生施設管理費、公立子育て支援施設管理

費、公立子ども若者支援施設管理費、知的障害児施

設等管理費、準要保護児童生徒援助・給食援助(地
方単独事業分）に要する経費、放課後児童クラブ等

利用者負担助成に要する経費、私立児童厚生施設助

成に要する経費、私立子ども若者支援施設助成に要

する経費、放課後児童健全育成事業費（地方単独事

業分）、児童委員に要する経費、里親支援事業費、

母子家庭等支援に要する経費、児童虐待防止事業

費、子育て支援に要する経費（地方単独事業分）、

子どもの発達相談・支援事業費、保育人材確保に要

する経費 
  ・就学援助・就学前教育：初等中等教育等振興費、東日

本大震災復旧・復興対策経費、私立学校振興費 
積極的労働市場政策 社会的な支出で労働者の

働く機会を提供したり、

能力を高めたりする為の

支出を計上。障害を持つ

 
公的雇用サービス

と行政 
・雇用保険：職業紹介事業等実施費、地域雇用機会創出

等対策費、高齢者等雇用安定・促進費、職業能力開

発強化費、就職支援事業費、業務取扱費、施設整備
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
勤労者の雇用促進を含

む。 
費 

 ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、職業紹介事業

等実施費、職業能力開発強化費、若年者等職業能力

開発支援費、都道府県労働局共通費、都道府県労働

局施設費 
  ・地方単独事業：高齢者就業対策に要する経費、職業能

力開発校・公立職業訓練校等管理費（地方単独事業

分）、ジョブカフェ、就職相談支援センター等管理

費、若年者就労支援に要する経費、地域若者サポー

トステーション事業費 
  ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：高齢・障

害者雇用支援費、障害者職業能力開発費、障害者雇

用納付金、職業能力開発費、認定特定求職者職業訓

練費、宿舎等費 
訓練  ・雇用保険：教育訓練給付、地域雇用機会創出等対策費、

職業能力開発強化費、若年者等職業能力開発支援

費、障害者職業能力開発支援費 
  ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、職業能力開発

強化費、障害者等職業能力開発支援費、海事産業市

場整備等推進費 
  ・地方単独事業：職業能力開発校・公立職業訓練校等管

理費（地方単独事業分） 
雇用奨励金  ・雇用保険：高年齢雇用継続給付、地域雇用機会創出等

対策費、高齢者等雇用安定・促進費 
  ・雇用対策：緊急雇用創出事業臨時特例交付金  
  ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：高齢・障

害者雇用支援費 
障害者雇用支援と

リハビリテーショ

ン 

 ・雇用保険：高齢者等雇用安定・促進費 
 ・雇用対策：障害者等職業能力開発支援費 
 ・地方単独事業：障害者就労促進に要する経費 
 ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：障害者雇

用納付金 
直接的な仕事創出  ・雇用保険：地域雇用機会創出等対策費 

  ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費 
仕事を始める 
奨励金 

 ・雇用保険：地域雇用機会創出等対策費 

失業 失業中の所得を保障する

現金給付を計上。なお、年

金受給開始年齢であって

も失業を理由に給付され

るものを含むが、それが

労働政策の一部であれば

「積極的労働市場政策」

に含まれる。 

 
現金  
失業給付、 
退職手当 

・雇用保険：一般求職者給付金、高年齢求職者給付金、

短期雇用特例求職者給付金、日雇労働求職者給付

金、就職促進給付、就職支援事業費 
 ・労働者災害補償保険：未払賃金立替払事業費補助金 
 ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、海事産業市場

整備等推進費 
労働市場事由に  － 
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
よる早期退職   

住宅 公的住宅や対個人の住宅

費用を減らすための給付

を計上。 

 
現金  
住宅手当 － 
その他の現金給付  － 

現物   
住宅扶助  ・生活保護：住宅扶助 
  ・地方単独事業：高齢者世帯居住安定に要する経費 

  ・住宅：住宅対策諸費 
その他の現物給付  － 

他の政策分野 上記に含まれない社会的

給付を計上。具体的には

公的扶助給付や他に分類

できない現物給付。 

 
現金  
所得補助 ・生活保護：生活扶助、生業扶助 

 ・地方単独事業：外国籍住民等福祉給付金助成に要する

経費、生活保護関係に要する経費（地方単独事業分）

その他の現金給付  ・国民健康保険：その他の保険給付費のその他 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：災害見舞金付加金、

災害給付 
  ・国家公務員共済組合：災害給付、附加給付の災害給付

及び入院附加金 
  ・地方公務員等共済組合：災害給付 
  ・社会福祉：防災政策費 
  ・雇用対策：緊急雇用創出事業臨時特例交付金 
  ・戦争犠牲者：引揚者給与費、引揚者国債、引揚者特別

交付金国債 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：東日本大震

災特別弔慰金 
  ・犯罪被害給付制度：犯罪被害特別給付金、国外犯罪被

害弔慰金、国外犯罪被害障害見舞金 
  ・被災者生活再建支援制度：支援金支出 
現物   
社会的支援  ・公衆衛生：社会保障等復興政策費、原子力安全規制対

策費 
  ・社会福祉：介護保険制度運営推進費、東日本大震災復

興推進費、防災政策費、地域活性化等復興政策費 
  ・地方単独事業：公立生活保護施設管理費、私立生活保

護施設管理費 
その他の現物給付  ・社会福祉：児童虐待等防止対策費、子ども・子育て支

援対策費、社会保障等復興事業費、社会保障等復興

政策費、生活保護等対策費、社会福祉諸費、社会福

祉施設整備費、沖縄政策費、子ども・子育て支援推

進費、男女参画社会形成促進費 
  ・戦争犠牲者：引揚者援護費 
  ・地方単独事業：公立総合福祉施設管理費、民生委員に

要する経費、社会福祉団体補助に要する経費、福祉
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
勤労者の雇用促進を含

む。 
費 

 ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、職業紹介事業

等実施費、職業能力開発強化費、若年者等職業能力

開発支援費、都道府県労働局共通費、都道府県労働

局施設費 
  ・地方単独事業：高齢者就業対策に要する経費、職業能

力開発校・公立職業訓練校等管理費（地方単独事業

分）、ジョブカフェ、就職相談支援センター等管理

費、若年者就労支援に要する経費、地域若者サポー

トステーション事業費 
  ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：高齢・障

害者雇用支援費、障害者職業能力開発費、障害者雇

用納付金、職業能力開発費、認定特定求職者職業訓

練費、宿舎等費 
訓練  ・雇用保険：教育訓練給付、地域雇用機会創出等対策費、

職業能力開発強化費、若年者等職業能力開発支援

費、障害者職業能力開発支援費 
  ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、職業能力開発

強化費、障害者等職業能力開発支援費、海事産業市

場整備等推進費 
  ・地方単独事業：職業能力開発校・公立職業訓練校等管

理費（地方単独事業分） 
雇用奨励金  ・雇用保険：高年齢雇用継続給付、地域雇用機会創出等

対策費、高齢者等雇用安定・促進費 
  ・雇用対策：緊急雇用創出事業臨時特例交付金  
  ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：高齢・障

害者雇用支援費 
障害者雇用支援と

リハビリテーショ

ン 

 ・雇用保険：高齢者等雇用安定・促進費 
 ・雇用対策：障害者等職業能力開発支援費 
 ・地方単独事業：障害者就労促進に要する経費 
 ・高齢・障害・求職者雇用支援機構実施事業：障害者雇

用納付金 
直接的な仕事創出  ・雇用保険：地域雇用機会創出等対策費 

  ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費 
仕事を始める 
奨励金 

 ・雇用保険：地域雇用機会創出等対策費 

失業 失業中の所得を保障する

現金給付を計上。なお、年

金受給開始年齢であって

も失業を理由に給付され

るものを含むが、それが

労働政策の一部であれば

「積極的労働市場政策」

に含まれる。 

 
現金  
失業給付、 
退職手当 

・雇用保険：一般求職者給付金、高年齢求職者給付金、

短期雇用特例求職者給付金、日雇労働求職者給付

金、就職促進給付、就職支援事業費 
 ・労働者災害補償保険：未払賃金立替払事業費補助金 
 ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費、海事産業市場

整備等推進費 
労働市場事由に  － 
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
よる早期退職   

住宅 公的住宅や対個人の住宅

費用を減らすための給付

を計上。 

 
現金  
住宅手当 － 
その他の現金給付  － 

現物   
住宅扶助  ・生活保護：住宅扶助 
  ・地方単独事業：高齢者世帯居住安定に要する経費 

  ・住宅：住宅対策諸費 
その他の現物給付  － 

他の政策分野 上記に含まれない社会的

給付を計上。具体的には

公的扶助給付や他に分類

できない現物給付。 

 
現金  
所得補助 ・生活保護：生活扶助、生業扶助 

 ・地方単独事業：外国籍住民等福祉給付金助成に要する

経費、生活保護関係に要する経費（地方単独事業分）

その他の現金給付  ・国民健康保険：その他の保険給付費のその他 
  ・日本私立学校振興・共済事業団：災害見舞金付加金、

災害給付 
  ・国家公務員共済組合：災害給付、附加給付の災害給付

及び入院附加金 
  ・地方公務員等共済組合：災害給付 
  ・社会福祉：防災政策費 
  ・雇用対策：緊急雇用創出事業臨時特例交付金 
  ・戦争犠牲者：引揚者給与費、引揚者国債、引揚者特別

交付金国債 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：東日本大震

災特別弔慰金 
  ・犯罪被害給付制度：犯罪被害特別給付金、国外犯罪被

害弔慰金、国外犯罪被害障害見舞金 
  ・被災者生活再建支援制度：支援金支出 
現物   
社会的支援  ・公衆衛生：社会保障等復興政策費、原子力安全規制対

策費 
  ・社会福祉：介護保険制度運営推進費、東日本大震災復

興推進費、防災政策費、地域活性化等復興政策費 
  ・地方単独事業：公立生活保護施設管理費、私立生活保

護施設管理費 
その他の現物給付  ・社会福祉：児童虐待等防止対策費、子ども・子育て支

援対策費、社会保障等復興事業費、社会保障等復興

政策費、生活保護等対策費、社会福祉諸費、社会福

祉施設整備費、沖縄政策費、子ども・子育て支援推

進費、男女参画社会形成促進費 
  ・戦争犠牲者：引揚者援護費 
  ・地方単独事業：公立総合福祉施設管理費、民生委員に

要する経費、社会福祉団体補助に要する経費、福祉
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
ボランティア活動推進に要する経費、私立社会福祉

施設補助に要する経費、福祉事務所管理費、婦人相

談所、婦人保護施設管理費、公立隣保館管理費、ホ

ームレス自立支援事業費、低所得者・生活困窮者等

に対する給付・公共料金の軽減、福祉灯油助成等に

要する経費、私立隣保館助成に要する経費、行旅病

人及び死亡人取扱事務費、女性保護に要する事業費  
（注）表中に挙げられた費目名は、必ずしも当該費目の中のすべての費用が、その記載された箇所の分野に含ま

れるわけではなく、複数の分野に分かれることもある。 
＊「平成30年度社会保障費用統計」時点の費用名である。 
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2-3 部門別社会保障給付費に含まれる社会保障制度 

部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
社会保険 全国健康保険協会管掌健康保険 － 
 組合管掌健康保険 － 
 国民健康保険 

（退職者医療制度を含む） 
－ 

 後期高齢者医療制度 － 
 介護保険 － 
 厚生年金保険 － 
 厚生年金基金 － 
 石炭鉱業年金基金 － 
 国民年金 － 
 国民年金基金 － 
 農業者年金基金 － 
 船員保険 － 
 農林漁業団体職員共済組合 － 
 日本私立学校振興・共済事業団 － 
 雇用保険 － 
 労働者災害補償保険 － 
家族手当 児童手当 － 
公務員 国家公務員共済組合 － 
 存続組合等 エヌ・ティ・ティ企業年金基金、日本たばこ共済組合、

日本鉄道共済組合 
 地方公務員等共済組合 地方公務員共済、地方議会議員共済会 
 旧令共済組合等 旧令共済組合年金等交付金、日本製鉄八幡共済組合年金

交付金、国家公務員共済組合連合会補助金 
 国家公務員災害補償等 国家公務員災害補償（一般職）、衆議院、参議院、国立

国会図書館、裁判所、外務省、防衛省における特別職の

国家公務員に対する災害補償 
 地方公務員等災害補償 地方公務員災害補償、消防団員等公務災害補償 
 旧公共企業体職員業務災害 日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日

本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティコミュニケーシ

ョンズ株式会社、日本たばこ産業株式会社、鉄道建設・

運輸施設整備支援機構国鉄清算事業管理部 
 国家公務員恩給 － 
 地方公務員恩給 － 
公衆保健 
サービス 

公衆衛生 医療提供体制確保対策費、沖縄保健衛生諸費、医療安全

確保推進費、医療提供体制基盤整備費、沖縄振興交付金

事業推進費、国立ハンセン病療養所共通費、国立ハンセ

ン病療養所施設費、国立ハンセン病療養所運営費、感染

症対策費、特定疾患等対策費、移植医療推進費、原爆被
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分野 OECD 定義 日本において含まれる制度 
ボランティア活動推進に要する経費、私立社会福祉

施設補助に要する経費、福祉事務所管理費、婦人相

談所、婦人保護施設管理費、公立隣保館管理費、ホ

ームレス自立支援事業費、低所得者・生活困窮者等

に対する給付・公共料金の軽減、福祉灯油助成等に

要する経費、私立隣保館助成に要する経費、行旅病

人及び死亡人取扱事務費、女性保護に要する事業費  
（注）表中に挙げられた費目名は、必ずしも当該費目の中のすべての費用が、その記載された箇所の分野に含ま

れるわけではなく、複数の分野に分かれることもある。 
＊「平成30年度社会保障費用統計」時点の費用名である。 
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2-3 部門別社会保障給付費に含まれる社会保障制度 

部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
社会保険 全国健康保険協会管掌健康保険 － 
 組合管掌健康保険 － 
 国民健康保険 

（退職者医療制度を含む） 
－ 

 後期高齢者医療制度 － 
 介護保険 － 
 厚生年金保険 － 
 厚生年金基金 － 
 石炭鉱業年金基金 － 
 国民年金 － 
 国民年金基金 － 
 農業者年金基金 － 
 船員保険 － 
 農林漁業団体職員共済組合 － 
 日本私立学校振興・共済事業団 － 
 雇用保険 － 
 労働者災害補償保険 － 
家族手当 児童手当 － 
公務員 国家公務員共済組合 － 
 存続組合等 エヌ・ティ・ティ企業年金基金、日本たばこ共済組合、

日本鉄道共済組合 
 地方公務員等共済組合 地方公務員共済、地方議会議員共済会 
 旧令共済組合等 旧令共済組合年金等交付金、日本製鉄八幡共済組合年金

交付金、国家公務員共済組合連合会補助金 
 国家公務員災害補償等 国家公務員災害補償（一般職）、衆議院、参議院、国立

国会図書館、裁判所、外務省、防衛省における特別職の

国家公務員に対する災害補償 
 地方公務員等災害補償 地方公務員災害補償、消防団員等公務災害補償 
 旧公共企業体職員業務災害 日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日

本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティコミュニケーシ

ョンズ株式会社、日本たばこ産業株式会社、鉄道建設・

運輸施設整備支援機構国鉄清算事業管理部 
 国家公務員恩給 － 
 地方公務員恩給 － 
公衆保健 
サービス 

公衆衛生 医療提供体制確保対策費、沖縄保健衛生諸費、医療安全

確保推進費、医療提供体制基盤整備費、沖縄振興交付金

事業推進費、国立ハンセン病療養所共通費、国立ハンセ

ン病療養所施設費、国立ハンセン病療養所運営費、感染

症対策費、特定疾患等対策費、移植医療推進費、原爆被



― 70 ― ― 71 ―

巻末参考資料 
 

- 70 - 
 

部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
爆者等援護対策費、地域保健対策費、保健衛生施設整備

費、健康増進対策費、健康危機管理推進費、社会保障等

復興事業費、血液製剤対策費、医薬品安全対策等推進費、

障害保健福祉費、社会保障等復興政策費、医療保険給付

諸費、検疫所共通費、検疫業務等実施費、輸入食品検査

業務実施費、食品等安全確保対策費、自殺対策費、医療

観察等実施費、原子力安全規制対策費   
公的扶助及び 
社会福祉 

生活保護 － 
社会福祉 障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知的障害者総合

施設のぞみの園運営費、独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉施設整備

費、国立更生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、

国立更生援護所運営費、国立児童自立支援施設運営費、

高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制度運営推進

費、保育対策費、児童虐待等防止対策費、母子保健衛生

対策費、母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費、

児童福祉施設整備費、東日本大震災復興推進費、社会保

障等復興事業費、社会保障等復興政策費、生活保護等対

策費、社会福祉諸費、独立行政法人福祉医療機構運営費、

特定疾患等対策費、医薬品安全対策等推進費、防災政策

費、地域活性化等復興政策費、沖縄政策費、子ども・子

育て支援推進費、男女参画社会形成促進費、スポーツ振

興費、公的年金制度運営諸費 
雇用対策 雇用対策 緊急雇用創出事業臨時特例交付金、高齢者等雇用安定・

促進費、職業能力開発強化費、若年者等職業能力開発支

援費、障害者等職業能力開発支援費、海事産業市場整備

等推進費 
戦争犠牲者 戦争犠牲者 旧軍人遺族等恩給費、恩給支給事務費、遺族及留守家族

等援護費、中国残留邦人等支援事業費、遺族国債、引揚

者国債、特別給付金国債、特別弔慰金国債、引揚者特別

交付金国債、戦傷病者等無賃乗車船等負担金 
他の社会保障 
制度 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方単独事業 地方公共団体単独実施公費負担医療費給付分、乳幼児健

康診査事務費、妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要

する経費、予防接種に要する経費、結核対策に要する経

費、公立養護老人ホーム等管理費（老人保護措置費）、

私立養護老人ホーム等助成費（老人保護措置費）、児童

相談所・一時保護施設管理費、公立保育所（地方単独事

業分）管理費、公立幼稚園（地方単独事業分）に要する

経費、公立認定こども園（地方単独事業分）管理費、公

立認定こども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成

に要する経費、公立児童福祉施設管理費、知的障害児施
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部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設等管理費、保育料等軽減に要する経費、私立保育所（地

方単独事業分）に要する経費、認可外保育所・家庭的保

育事業・小規模保育事業等助成に要する経費、私立幼稚

園助成（地方単独事業分）に要する経費、私立認定こど

も園（地方単独事業分）助成に要する経費、私立認定こ

ども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成に要する

経費、私立児童福祉施設助成に要する経費、病児・病後

児保育事業費、里親支援事業費、保育人材確保に要する

経費、公立障害者施設管理費、福祉事務所管理費、行旅

病人及び死亡人取扱事務費、遺族等援護に要する経費  
医薬品副作用被害救済制度 医薬品副作用被害救済制度、特定 C 型肝炎ウイルス感

染者等救済給付金支給等業務費交付金 
生物由来製品感染被害救済制度 － 

 中小企業退職金共済制度等 － 
 社会福祉施設職員等退職手当共

済制度等 
社会福祉施設職員等退職手当共済制度、心身障害者扶養

保険制度 
 高齢・障害・求職者雇用支援機構

実施事業 
－ 

 公害健康被害補償制度 － 
 石綿健康被害救済制度 － 
 日本スポーツ振興センター災害

共済給付 
－ 

 就学援助・就学前教育 初等中等教育等振興費（就学援助等）、東日本大震災復

旧・復興対策経費、私立学校振興費 
 自動車事故後遺障害者支援 － 
 住宅 住宅対策諸費 
 犯罪被害給付制度 － 
 被災者生活再建支援事業 － 

（注）「管理費」又は「その他」の支出のみを計上している事業（費目）も含まれている。 
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部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
爆者等援護対策費、地域保健対策費、保健衛生施設整備

費、健康増進対策費、健康危機管理推進費、社会保障等

復興事業費、血液製剤対策費、医薬品安全対策等推進費、

障害保健福祉費、社会保障等復興政策費、医療保険給付

諸費、検疫所共通費、検疫業務等実施費、輸入食品検査

業務実施費、食品等安全確保対策費、自殺対策費、医療

観察等実施費、原子力安全規制対策費   
公的扶助及び 
社会福祉 

生活保護 － 
社会福祉 障害保健福祉費、独立行政法人国立重度知的障害者総合

施設のぞみの園運営費、独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園施設整備費、社会福祉施設整備

費、国立更生援護機関共通費、国立更生援護機関施設費、

国立更生援護所運営費、国立児童自立支援施設運営費、

高齢者日常生活支援等推進費、介護保険制度運営推進

費、保育対策費、児童虐待等防止対策費、母子保健衛生

対策費、母子家庭等対策費、子ども・子育て支援対策費、

児童福祉施設整備費、東日本大震災復興推進費、社会保

障等復興事業費、社会保障等復興政策費、生活保護等対

策費、社会福祉諸費、独立行政法人福祉医療機構運営費、

特定疾患等対策費、医薬品安全対策等推進費、防災政策

費、地域活性化等復興政策費、沖縄政策費、子ども・子

育て支援推進費、男女参画社会形成促進費、スポーツ振

興費、公的年金制度運営諸費 
雇用対策 雇用対策 緊急雇用創出事業臨時特例交付金、高齢者等雇用安定・

促進費、職業能力開発強化費、若年者等職業能力開発支

援費、障害者等職業能力開発支援費、海事産業市場整備

等推進費 
戦争犠牲者 戦争犠牲者 旧軍人遺族等恩給費、恩給支給事務費、遺族及留守家族

等援護費、中国残留邦人等支援事業費、遺族国債、引揚

者国債、特別給付金国債、特別弔慰金国債、引揚者特別

交付金国債、戦傷病者等無賃乗車船等負担金 
他の社会保障 
制度 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方単独事業 地方公共団体単独実施公費負担医療費給付分、乳幼児健

康診査事務費、妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要

する経費、予防接種に要する経費、結核対策に要する経

費、公立養護老人ホーム等管理費（老人保護措置費）、

私立養護老人ホーム等助成費（老人保護措置費）、児童

相談所・一時保護施設管理費、公立保育所（地方単独事

業分）管理費、公立幼稚園（地方単独事業分）に要する

経費、公立認定こども園（地方単独事業分）管理費、公

立認定こども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成

に要する経費、公立児童福祉施設管理費、知的障害児施
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部  門 
日本において含まれる制度 

名  称 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設等管理費、保育料等軽減に要する経費、私立保育所（地

方単独事業分）に要する経費、認可外保育所・家庭的保

育事業・小規模保育事業等助成に要する経費、私立幼稚

園助成（地方単独事業分）に要する経費、私立認定こど

も園（地方単独事業分）助成に要する経費、私立認定こ

ども園（地方単独事業分）（１号認定分）助成に要する

経費、私立児童福祉施設助成に要する経費、病児・病後

児保育事業費、里親支援事業費、保育人材確保に要する

経費、公立障害者施設管理費、福祉事務所管理費、行旅

病人及び死亡人取扱事務費、遺族等援護に要する経費  
医薬品副作用被害救済制度 医薬品副作用被害救済制度、特定 C 型肝炎ウイルス感

染者等救済給付金支給等業務費交付金 
生物由来製品感染被害救済制度 － 

 中小企業退職金共済制度等 － 
 社会福祉施設職員等退職手当共

済制度等 
社会福祉施設職員等退職手当共済制度、心身障害者扶養

保険制度 
 高齢・障害・求職者雇用支援機構

実施事業 
－ 

 公害健康被害補償制度 － 
 石綿健康被害救済制度 － 
 日本スポーツ振興センター災害

共済給付 
－ 

 就学援助・就学前教育 初等中等教育等振興費（就学援助等）、東日本大震災復

旧・復興対策経費、私立学校振興費 
 自動車事故後遺障害者支援 － 
 住宅 住宅対策諸費 
 犯罪被害給付制度 － 
 被災者生活再建支援事業 － 

（注）「管理費」又は「その他」の支出のみを計上している事業（費目）も含まれている。 
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2-4 機能別社会保障給付費に含まれる社会保障制度 
分野 ILO 定義 日本において含まれる制度（例） 

高齢 退職によって労働市場から

引退した人に提供されるす

べての給付が対象 

・介護保険：介護サービス等諸費、介護予防サービス等諸費

 ・厚生年金保険：老齢年金、脱退手当金等 
 ・厚生年金基金、石炭鉱業年金基金、国民年金基金、農業者

年金基金：老齢年金等 
  ・国民年金：老齢基礎年金、老齢福祉年金等 
  ・各種共済組合：退職年金、退職共済年金等 
  ・存続組合等：退職給付 
  ・国家公務員恩給、地方公務員恩給 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費 
  ・地方単独事業：公立養護老人ホーム等（老人保護措置費）

  ・中小企業退職金共済制度等：退職給付金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：退職手当金 
  （注）高齢者の医療費は「保健医療」に含む 

遺族 保護対象者の死亡により生

じる給付が対象 
・協会健保、組合健保、国保、後期高齢者医療制度、船員保

険、労働者災害補償保険：埋葬料、葬祭諸費 
  ・厚生年金保険：遺族年金 
  ・国民年金：遺族基礎年金、死亡一時金等 
  ・各種共済組合：遺族年金、死亡一時金、埋葬料等 
  ・国家公務員災害補償等、地方公務員等災害補償、旧公共企

業体職員業務災害：葬祭補償費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費 
  ・戦争犠牲者：遺族等年金等 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族年金、葬祭料 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族年金、葬祭料 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：弔慰金給付保険

金等 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償費、遺族補償一時金 
  ・石綿健康被害救済制度：特別遺族弔慰金、葬祭料等 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：死亡見舞金等

  ・犯罪被害給付制度：遺族給付金 
  （注）遺族に係る年金給付のうち業務災害制度から支給される給付

は「労働災害」に含む 

障害 部分的又は完全に就労不能

な障害により保護対象者に

支払われる給付が対象 

・厚生年金保険：障害年金、障害手当金 
 ・国民年金：障害年金、障害基礎年金 
 ・各種共済組合：障害年金、障害共済年金 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費等 
  ・社会福祉：障害保健福祉費等 
  ・戦争犠牲者：戦傷病者特別援護費等 
  ・地方単独事業：公立障害者施設等 
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分野 ILO 定義 日本において含まれる制度（例） 

  ・医薬品副作用被害救済制度：障害年金等 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：障害年金給付金

  ・公害健康被害補償制度：障害補償費、療養手当等 
  ・石綿健康被害救済制度：療養手当 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：障害見舞金等

  ・自動車事故後遺障害者支援：介護料等 
  ・犯罪被害給付制度：障害給付金、重傷病給付金等 

労働災害 保護対象者の業務上の災害、

病気、障害、死亡に対する労

働災害補償制度から支払わ

れる給付が対象 

・船員保険：医療給付（業務災害）、年金給付（業務災害）

 ・労働者災害補償保険 
 ・国家公務員共済：障害給付（公務上）、遺族給付（公務上）

 ・国家公務員災害補償等、地方公務員等災害補償、旧公共

企業体職員業務災害：医療給付、福祉事業費等 

保健医療 病気、傷害による保護対象者

の健康状態を維持、回復、改

善する目的で提供される給

付が対象 
（傷病で休職中の所得保障

を含む） 

・協会健保、組合健保、国保、後期高齢者医療制度、船員保

険：療養給付、傷病手当金、特定健康診査・保健指導

事業費等 
 ・各種共済組合：短期（医療）給付、休業給付 
 ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被爆

者等援護対策費等 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、母子保健衛生対策費等 
  ・戦争犠牲者：療養費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：医療費 
  ・公害健康被害補償制度：療養の給付及び療養費  
  ・石綿健康被害救済制度：医療費 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：医療費 
  ・地方単独事業：地方公共団体単独実施公費負担医療費給

付等 
  （注 1）労働災害補償制度から支給される給付は「労働災害」に含

む 
  （注 2）生活保護の医療扶助は「生活保護その他」に含む 

家族 子どもその他の被扶養者が

いる家族（世帯）を支援する

ために提供される給付が対

象 

・協会健保、組合健保、国保、船員保険：出産手当金等 
 ・雇用保険：育児休業給付、介護休業給付 
 ・児童手当（子ども手当）：給付、地域子ども・子育て支援

事業費 
  ・各種共済組合：出産育児諸費、育児休業給付、介護休業

給付 
  ・公衆衛生：障害児養育年金、介護加算 
  ・社会福祉：特別児童扶養手当、児童扶養手当、保育対策

費、子ども・子育て支援推進費 
  ・地方単独事業：公立保育所（地方単独事業分）等 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害児養育年金 
  ・就学援助・就学前教育 
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2-4 機能別社会保障給付費に含まれる社会保障制度 
分野 ILO 定義 日本において含まれる制度（例） 

高齢 退職によって労働市場から

引退した人に提供されるす

べての給付が対象 

・介護保険：介護サービス等諸費、介護予防サービス等諸費

 ・厚生年金保険：老齢年金、脱退手当金等 
 ・厚生年金基金、石炭鉱業年金基金、国民年金基金、農業者

年金基金：老齢年金等 
  ・国民年金：老齢基礎年金、老齢福祉年金等 
  ・各種共済組合：退職年金、退職共済年金等 
  ・存続組合等：退職給付 
  ・国家公務員恩給、地方公務員恩給 
  ・社会福祉：高齢者日常生活支援等推進費 
  ・地方単独事業：公立養護老人ホーム等（老人保護措置費）

  ・中小企業退職金共済制度等：退職給付金 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：退職手当金 
  （注）高齢者の医療費は「保健医療」に含む 

遺族 保護対象者の死亡により生

じる給付が対象 
・協会健保、組合健保、国保、後期高齢者医療制度、船員保

険、労働者災害補償保険：埋葬料、葬祭諸費 
  ・厚生年金保険：遺族年金 
  ・国民年金：遺族基礎年金、死亡一時金等 
  ・各種共済組合：遺族年金、死亡一時金、埋葬料等 
  ・国家公務員災害補償等、地方公務員等災害補償、旧公共企

業体職員業務災害：葬祭補償費 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費 
  ・戦争犠牲者：遺族等年金等 
  ・医薬品副作用被害救済制度：遺族年金、葬祭料 
  ・生物由来製品感染被害救済制度：遺族年金、葬祭料 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：弔慰金給付保険

金等 
  ・公害健康被害補償制度：遺族補償費、遺族補償一時金 
  ・石綿健康被害救済制度：特別遺族弔慰金、葬祭料等 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：死亡見舞金等

  ・犯罪被害給付制度：遺族給付金 
  （注）遺族に係る年金給付のうち業務災害制度から支給される給付

は「労働災害」に含む 

障害 部分的又は完全に就労不能

な障害により保護対象者に

支払われる給付が対象 

・厚生年金保険：障害年金、障害手当金 
 ・国民年金：障害年金、障害基礎年金 
 ・各種共済組合：障害年金、障害共済年金 
  ・公衆衛生：感染症対策費、原爆被爆者等援護対策費等 
  ・社会福祉：障害保健福祉費等 
  ・戦争犠牲者：戦傷病者特別援護費等 
  ・地方単独事業：公立障害者施設等 
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分野 ILO 定義 日本において含まれる制度（例） 

  ・医薬品副作用被害救済制度：障害年金等 
  ・社会福祉施設職員等退職手当共済制度：障害年金給付金

  ・公害健康被害補償制度：障害補償費、療養手当等 
  ・石綿健康被害救済制度：療養手当 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：障害見舞金等

  ・自動車事故後遺障害者支援：介護料等 
  ・犯罪被害給付制度：障害給付金、重傷病給付金等 

労働災害 保護対象者の業務上の災害、

病気、障害、死亡に対する労

働災害補償制度から支払わ

れる給付が対象 

・船員保険：医療給付（業務災害）、年金給付（業務災害）

 ・労働者災害補償保険 
 ・国家公務員共済：障害給付（公務上）、遺族給付（公務上）

 ・国家公務員災害補償等、地方公務員等災害補償、旧公共

企業体職員業務災害：医療給付、福祉事業費等 

保健医療 病気、傷害による保護対象者

の健康状態を維持、回復、改

善する目的で提供される給

付が対象 
（傷病で休職中の所得保障

を含む） 

・協会健保、組合健保、国保、後期高齢者医療制度、船員保

険：療養給付、傷病手当金、特定健康診査・保健指導

事業費等 
 ・各種共済組合：短期（医療）給付、休業給付 
 ・公衆衛生：感染症対策費、特定疾患等対策費、原爆被爆

者等援護対策費等 
  ・社会福祉：障害保健福祉費、母子保健衛生対策費等 
  ・戦争犠牲者：療養費 
  ・医薬品副作用被害救済制度：医療費 
  ・公害健康被害補償制度：療養の給付及び療養費  
  ・石綿健康被害救済制度：医療費 
  ・日本スポーツ振興センター災害共済給付：医療費 
  ・地方単独事業：地方公共団体単独実施公費負担医療費給

付等 
  （注 1）労働災害補償制度から支給される給付は「労働災害」に含

む 
  （注 2）生活保護の医療扶助は「生活保護その他」に含む 

家族 子どもその他の被扶養者が

いる家族（世帯）を支援する

ために提供される給付が対

象 

・協会健保、組合健保、国保、船員保険：出産手当金等 
 ・雇用保険：育児休業給付、介護休業給付 
 ・児童手当（子ども手当）：給付、地域子ども・子育て支援

事業費 
  ・各種共済組合：出産育児諸費、育児休業給付、介護休業

給付 
  ・公衆衛生：障害児養育年金、介護加算 
  ・社会福祉：特別児童扶養手当、児童扶養手当、保育対策

費、子ども・子育て支援推進費 
  ・地方単独事業：公立保育所（地方単独事業分）等 
  ・医薬品副作用被害救済制度：障害児養育年金 
  ・就学援助・就学前教育 
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3. 国民経済計算(SNA)1との関係性等について 
 
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（2009 年 3 月 13 日閣議決定）では、社会保障給付

費について、各種の国際基準に基づく統計との整合性を図ることが求められている。社会保障費

用統計が統計法に基づく基幹統計として指定されたことを契機に、「国民経済計算」（以下 SNA
という）との関係性等を解説し利用者の便宜を図ることとした。 
 
 
3-1 両者の範囲の違い 
 
社会保障費用統計と SNA では、社会保障と定義される範囲が異なる。社会保障費用統計は、

社会保障の収入・支出について、OECD 及び ILO が定める基準に沿って集計されている。一方

SNA は、一国経済全体の経済活動を重複なく集計したものであり、他の経済活動として分類・

集計されたものは、社会保障としては計上しない。したがって、両者の値には差が生じる。以下

では、この範囲の違いがどのような場面で発生しているのかを示す。 
 
(1) 「社会保障」の意味とその使い方の違い 
 まずは、「社会保障」ということばの意味から、両者の違いを明らかにする。SNA においても

いくつかの表に「社会保障」の語彙が用いられているが、これらは社会保障費用統計で用いられ

る社会保障の範囲とは必ずしも同じではないことに留意する必要がある。内閣府が毎年公表し

ている「国民経済計算年報」の付表 9 一般政府から家計への移転の明細表（社会保障関係）や

付表 10 社会保障負担の明細表は、家計2と一般政府3との間の取引を記述する目的で作成され、

社会保障に関係する給付や負担として、社会給付4、社会保障基金5、その他の社会保険非年金給

                                                  
1 国民経済計算（System of National Accounts, SNA）は、我が国の経済の全体像を国際比較可能な形で体系的

に記録することを目的に、国際連合の定める国際基準に準拠しつつ、統計法に基づく基幹統計として、国民経済

計算の作成基準及び作成方法に基づき作成されている。（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.html） 
2 家計は、生計を共にする全ての我が国の居住者である人々の小集団が含まれる。 
3 一般政府は、中央政府、地方政府及びそれらによって設定、管理されている社会保障基金が含まれる。 
4 社会給付は、病気・失業・退職・住宅・教育あるいは家族の経済的境遇のような一定の出来事あるいは状況か

ら生じるニーズに対する備えとなることを意図して家計に支払われる経常移転と定義され、①社会保障制度の公

的年金等の「現金による社会保障給付」、②企業年金や発生主義で記録される退職一時金を含む「その他の社会保

険年金給付」、③発生主義により記録されない退職一時金等の「その他の社会保険非年金給付」、④生活保護など

の「社会扶助給付」のほか、⑤「現物社会移転」のうち社会保障制度の医療保険給付及び介護保険給付、が位置

付けられる。 
5 社会保障基金は、中央政府、地方政府と並ぶ一般政府の内訳部門の一つであり、①政府により賦課・支配され、

②社会の全体ないし大部分をカバーし、③強制的な加入・負担がなされる、という基準を全て満たすものと定義

される。具体的には、公的年金や雇用保険を運営する国の特別会計(保険事業特別会計)のほか、地方公共団体の公

営事業会計のうち医療、介護事業、公務員年金を運営する共済組合の一部、独立行政法人の一部（年金積立金管

理運用独立行政法人）が含まれる。なお、被用者年金一元化に伴い、2015 年 9 月以前は全体を社会保障基金とし

て扱っていた「長期経理」は、2015 年 10 月以降、厚生年金保険経理や経過的長期経理分が社会保障基金として

扱われる一方で、退職等年金経理分は民間金融機関である年金基金に位置付けられている。 
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分野 ILO 定義 日本において含まれる制度（例） 

失業 失業した保護対象者に提供

される給付が対象 
・雇用保険：求職者給付、雇用継続給付、雇用安定等給付

金等 
  ・雇用対策：高齢者等雇用安定・促進費等 
  （注 1）雇用継続給付の育児休業給付及び介護休業給付は「家族」

に含む 
  （注 2）雇用安定等給付金は、失業者以外に在職者や雇用主対象の

給付も含む 

住宅 住居費の援助目的で提供さ

れる給付（資力調査を行うも

の） 

・生活保護：住宅扶助 
 ・住宅：住宅対策諸費 

生活保護その他 定められた最低所得水準や

最低限の生活必需品を得る

ために、援助を必要とする特

定の個人又は集団に対して

提供される現金及び現物給

付が対象 

・各種共済組合：災害給付等 
 ・公衆衛生：原子力安全規制対策費 
 ・生活保護：生活扶助、教育扶助、生業扶助等 
 ・社会福祉：生活保護等対策費、防災政策費等 
 ・戦争犠牲者：引揚者給与費、引揚者援護費等 
 ・地方単独事業：福祉事務所等 
  ・被災者生活再建支援制度：支援金支出 
  （注）ただし、生活保護の住宅扶助は「住宅」に含む 

 




